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1，問題の設定

　本 報 告で は 、戦後 日本 にお ける教員 の 再

生産メカ ニ ズ ム を解 明するた め の
．・

つ の ス テ ッ

プとして、  15 歳時父職 と本人 初職 との 結び

つ き、および   父 職 と本 人 の 大 学で の 専攻分

野の 選 択との 関連 に着 目した分析を行う。

　 「教育の 自由」をめぐる広 田照幸との 対論 の

中で 、佐藤俊 樹は 、「教育業界 とい うの はか な

り世襲が多 い ように見 える」と指摘 した 上 で 、

「90 年代 に 出てきた教師の 自由に 対 する反 発

の なか に は、教育 とい う世界 がもつ 、そうした

閉鎖的なギル ド性 へ の 反発もあ っ た の で はな

い で しょ うか 」と述 べ て い る （広 田
・佐藤 2009 ；

13）。教員の 「世襲」ない し「再生産」とい う傾 向

を社 会的に 〈望ま し くない 〉もの と捉 え るべ きか

否 か とい う判断 は さしあた り棚 上 げして お くとし

て も、この 論点 に っ い て 実態把握を行 うこ とは

重要で あるとい える。

　また、教員 の 社 会的 出 自を明 らかにするこ と

は 、 教師研 究 だ け で なく社会 階層 ・社 会移動

研究 の 観 点か らも非常 に重 要な課題 で ある。

し か し、こ の 論 点 に 関する研 究 の 蓄積 は 決 し

て 多くない （耳塚 ・油布 ・酒井 1988 ）。こ の よう

な状況 を踏まえると、一般 的な社会 調査 の デ

ー
タを用 い た分析 を通 して 、父 職が教員 で あ

るこ とと本 人の 初職や天 学で の 専攻分野 の 選

択 との 問 の 結び つ きの 強 さが どの 程度 の もの

なの かを実証 的 に示 す ことに は 少 な か らず 意

義があると思 われる。

2．データ

　本 報告で 用 い るの は 、「口本版総合的社会

調 査 （JGSS ）」の デ ー タ で あ る 。まず 、

JGSS2000 −2006 の 統合 デー
タを用 い て 、15歳

時父 職と本 人 初職 との 結び つ きに つ い て検 討

を加 える。 JGSS は各調査 時点 にお い て 20 歳

〜89 歳 の 男女を対象とし て実施されて い るが 、

こ こで は 1940 年 以 降出生 の サ ン プ ル の み を

分析対 象とする（N＝8，757）。

　続 い て 、15 歳 時 父職 と本 人の 大 学で の 専

攻分 野との 関連に つ い て 検討 を行う。ここで は

JGSS −2002 の デー
タを用い る。こ の 分析で は、

最終 学歴 が 「新制 短大 ・高専」「新制大 学」「新

制大学院」の い ずれか に 該 当し、か っ 専攻分

野 に つ い て も［・1答 が 得られ たケ
ー

ス を分析 の

対 象 とする（N ＝823）。JGSS −2002 で は、上 述

の 最 終学歴 に該 当する回答者 に対 して の み

専攻 分野 を尋ね て い るた め で ある。

　なお 、 本 報告で の 分析 にお い て 用 い られ る

〈教員〉とい うカテゴ リ
ー

には、15歳時父 職およ

び 本人初 職 に 関する 「小 学校 教員 」「中学校

教員 」「高等学校教員」「教員」とい う
一

連 の 回

答が含まれ る。

3，分析結果

3．1．父職と本 人初職

　父 職 と本 人 初職 に関するクロ ス 表 の 分析 を

行 っ た ところ、15 歳 時父 職 が 教員で あ っ た者

の 15．5°

／。が初職として 教職 に就い て い るの に

対し、15 歳時父職 がそ の他 の 職種であっ た場

合 、 初職 として教職 に就 い た者の 割合 はわず

か 2，1％ で あ っ た。15 歳時父職 と本人初職 との

問に は 強い 結び つ きが存在 して い るとい える。

　ただ し、こ の 結 果は他 の 諸要 因 の 効果 をコ

ン トロ
ー

ル してい な い 状 態 で 得 られたもの で あ

る。父 職や親 の 学 歴 が本 人 の 教育 達成 の 程

度を規定 して い る ことは広く知 られ て い るが 、

先 に示 した父職 と本人 初職 との 関連は こうした

要因に媒介 され て い る 酊能性がある。父 職とし

て の 教員は 相 対的 に威 信 が高く、また 、教職
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に就くた め には 基本 的に高等教 育 へ の 進 学

が要されるため で ある。

　こうした他の 要 因の 効果 を統制 した 上 で の

父 職の 影 響を捉 えるために 、 本人 初職 （教 員

か否か ）を従 属変 数として ロ ジ ス テ ィッ ク回 帰

分析を行 っ た 。独立 変数とし て用い た の は 、出

生年、性別 （男性ダミ
ー）、本人学歴 （四大 ・大

学院ダミ
ー

と短 大 ・高専ダミ
ー

）、親 の 教育年

数 （両親の 合計）、15 歳時世帯収入 レ ベ ル （5

段 階）である。また 、15 歳 時父 職 を「専門 ・管

理 」「事務 ・販売 」「マ ニ ュ アル 」「農林 」「教員」

の 5 カテゴ リーに区分した ヒで 独立変数として

投入 して い る（基準カ テ ゴ リ
ーは マ ニ ュ ア ル ）。

　分析 の 結果 、予想どお り本人 の 学歴 は有意

な効果 をもっ て い た。他 方 、親の 教育年数は

有意な効果 をもっ て い ない。父 職 に関して は、

他 の 変数の 効 果 を コ ン トロ ール した 上で も、

「教員」の み が有 意な正 の 効果をもっ て い るこ

とが 確認 され た。この 分析結果か ら、父 職と本

人 初職との 関係 にお ける教員 の 「再 生 産」傾

向は、本人の 教育達成 を媒介 した効果 だけで

はなく、父 職が教員で あることの 直接的な効果

によっ て生じてい ることが明らか になっ た。

　本報告で い う「教員 」は 、 階層研 究でしばし

ば用 い られる職業分類で は 「専門 ・管理 」の 中

に 含ま れ る。しか し、こ こで の 分析 結果か ら示

され た の は 、教員 とい うカ テ ゴ リーに 関して 観

察され る再 生産傾 向が、〈専 門・管理 の 父 親を

もつ 者が 高い 学歴 の 取得 を通 して専門 ・管理

の 職 に就 く〉とい う形で の 職 業 的地 位 の 再生

産 には還 元 され ない もの で ある とい うことで あ る。

ここ で 行 っ た の は 教員 とい う限定的な職 業 に

関する分析 に過ぎな い が、こ の 結果は 、世 代

間職 業移動 に つ い て検討す る Eで 職業集 団

レ ベ ル の 階級カテ ゴ リ
ー

に着 目することの 重

要性 を示唆 して い るとい える（cf．　Grusky　2005 ；

Jonsson　et　al．2009）。

3．2、父職と大学で の専攻分野

　15 歳時父職 と本人の 大 学で の 専攻分野 に

関してクロ ス 表を作成したとこ ろ、15 歳時父 職

が教 員で あ っ た場 合 、29 ．4°
／。の 回答者が 大学

で 教育を専攻して い るの に対し て 、15 歳時父

職 がそ の 他 の 職種 で あっ た 回答者 の うち、大

学で 教 育を専攻した者の 割合は 11．1°

／。で あっ

た。なお 、大学 で教育を専攻した者 の 32．3％

が初職 として教員になっ て い る（他 の 分野 を専

攻 して 教職 に就 い た者 は 2，4％ に過 ぎない ）。

したが っ て 、15 歳時 父職 と本人の 大 学で の 専

攻 分野 との 関連 は、先 に検討した父職 と本 人

初職 との 結 び つ きを説 明 する上 で重要 な要 因

の
一

つ で あると考えられる。 （続く）

　な お 、

一連 の 分析 結果 の 詳 細 に つ い て は

報告 当 日 に別 途資料を配布する予 定で ある。
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